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前市議 東よしき 電話/Ｆax 54-7977 

＊困り事は早めにお気軽にご相談ください 

 ブレークスルー感染の可能性が高い高齢者施設での定期的な

検査を要望しましたが、国の動向をみるとの消極的な答弁でし

た。 

３回目のワクチン接種のスケジュールは、２回目接種から８

か月後となる日の１週間前に接種券を送るので、接種券が届い

たら、コールセンターに電話するか WEB で予約すること。毎

週接種券を発送するので、電話がかかりにくいことは想定して

いないことがわかりました。 
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日光川遊水地の進捗状況について 
 ６月３日から７日までのボーリング調査結果を受けて、遊水

地の詳細設計をすること。11 月 26 日に日光川水系河川整備

計画変更の国の承認がおり、正式に県事業として令和７年度ま

でに一宮と江南に１か所ずつ遊水地をつくることが決定した

こと。用地測量をはじめるが地元説明会の日程は未定とのこと

でした。 

１８歳以下の１０万円給付金、江南も急きょ全額現金で 
 12 月定例会補正予算に、18 歳以下の子どもがいる世帯へ子ども１人５万

円の臨時特別給付金を支給する予算７億5,658 万円が提案されました。 

 子育て世帯への残り５万円を、クーポン券にすることを国は求めてきまし

た。しかしクーポン券発行事務費が960 億円もかかり、自治体の作業が手間

どり、新学期準備に間に合わない可能性もあることなどから批判の声が殺到。

ようやく政府は方針転換し、全額現金での給付を認めましたが遅すぎます。 

 江南市は急きょ、議会最終日の16 日に追加補正予算を提案。対象のうち

中学生以下に1 人10 万円を全額現金で年末に一括で振り込む方針を決めま

した。高校生の年代は、申請を受け付けた上で年明けに振り込む予定です。 

パブリックコメントにご意見を！ 
・第三次環境基本計画（案） 

・第３次男女共同参画プラン（案） 

 いずれも‘21 年12 月20 日〜22 年１月31 日 

 閲覧できる場所は、市HP、市役所、各支所など 

 

つづき 

先の総選挙では、コロナ対策で記載台が半分に減らされてい

たり、入場制限、消毒作業などで行列のできた投票所や、車椅

子でのスムーズな投票が困難な所もありました。次の選挙で同

じ事が起こらないよう対策を強く要望しました。 

 北欧では小学生の時から、選挙に行くこと、デモ・集会で意

見表明することの大切さを学び、高校生が国会で大臣に意見を

述べ実現させるなど、政治に関わる機会が多く、そのため若者

の投票率も高いことなどを紹介。政治をタブー視せず、家庭や

学校で話ができる環境づくりが必要であることを示しました。 

 何度も議会質問で取り上げられた、駅前やショッピングセン

ターでの期日前投票については、場所の 

確保が難しく実現の見通しはまだないが、 

今後も増やせる方法を検討していくとの 

答弁でした。 

 高齢者施設での投票が公正に行われる 

ための仕組みについても確認しました 
 

 

児童館・交通児童遊園（建物）内にある子育て支援センター、フ

ァミリーサポートセンターは完成後の布袋駅東複合公共施設に移

転予定です。公共施設再配置計画では「その後児童館機能は移転し、

敷地の有効活用を検討」と記載されています。その意図と、市街地

の貴重な緑地・交通児童遊園を今後どうするのか質しました。 

公園の敷地は県有地ですが、都市計画公園として都市計画決定さ

れています。県から用地の譲渡をうけ、都市公園として存続させる

よう求めました。 

「老朽化した交通児童遊園の建物は解体の予定。公園部分の土地

は、公園以外の用途に利用することは都市計画上の制限があって難

しい。建物解体に合わせ公園の活用を協議する」との答弁で、緑地

存続の可能性がみえてきました。 
 

 

今年 2 月の、扶養照会に関する厚労省通知を受け、市

はどう改善したのかを質しました。 

 また、扶養義務者である親族に送付し提出を求めてい

る「扶養届書」の様式が、必要以上にプライバシーに踏

み込み、尊厳を傷つけるものになっていることを指摘し、

改善を求めました。 

しかし「この様式は、生活保護法施行細則準則で規定

されたもので、市独自には変更ができない」との答弁で

した。国会で追及し、法のおおもと 

から改善を迫る必要があります。 
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